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(57) 要約：車両用 シー トは、シ一 トバ ック フ レーム （2 )
の左右部分 を構成す る左右のベース フ レーム （パ イ プフ
レーム 5 の側部 5 2 , 5 3 ) と、一方のベ一ス フ レ一ム
(側部 5 3 ) の左右方 向外側 に隣接 して設 け られ 、左右

方 向外 側 か ら荷 重 が 入 力 され る入 力部 材 （ブラケ ッ ト
7 ) と、入 力部材か らの荷重 を入 力部材が設 け られ てい
る側 とは左右反対側 に伝達す る荷重伝達部 （ロア フ レー
ム 6 お よびパ イ プ フ レー ム 5 の 下部 5 1 ) とを、備 え
る。そ して、入 力部材 は、閉断面形状 を有す るとととも
に、入 力側 端部 （7 a ) が 出力側 端部 （7 b ) よ りも
上 下 前 後の方 向の うち少な くとも一方 向に拡径 し
ている。
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明 細 書

発明の名称 ：車両用シー ト

技術分野

[0001 ] 本発明は、車両への側突荷重を左右方向外側から左右方向内側に伝達可能

な車両用シ一 卜に関する。

背景技術

[0002] 従来、パイプ材を四角形の枠状に形成 したシ一 トバックのフレームと、フ

レームの左右方向外側上部から内側下部に向けて傾斜 した状態で固定された

補強部材とを備える車両用シ一 卜が知られている （特開平 1 1 — 2 2 2 0 8

8 号公報参照）。補強部材は、外端がフレームから突出しており、端部にフ

ランジが設けられている。

[0003] このような車両用シ一 卜では、左右方向外側から一方のフランジに加わつ

た側突荷重が、補強部材ぉよび他方のフランジを介 して一方のフランジとは

左右反対側に伝達されるようになっている。

[0004] 前記 した従来技術では、補強部材に設けられたフランジにより荷重を広い

面積で受けることができるが、荷重の入力方向によってはフランジが変形す

る可能性があるので、荷重伝達を良好に行えなくなるおそれがあった。

[0005] 以上のような背景に鑑み、本願発明者らは、荷重伝達を良好に行うことが

できる車両用シー トを提供するための研究の過程で本発明を創案するに到つ

た。

発明の概要

[0006] 本発明の一態様に係る車両用シ一 卜は、シ一 トバックフレームの左右少な

くとも下側部分を構成する左右のベ一スフレ一厶と、一方のベ一スフレ一厶

の左右方向外側に隣接 して設けられ、左右方向外側から荷重が入力される入

カ部材と、前記入力部材からの荷重を前記入力部材が設けられている側とは

左右反対側に伝達する荷重伝達部とを備える。前記入力部材は、閉断面形状

を有するととともに、入力側端部が出力側端部よりも上 下 前 後の方向



の うち少な くとも一方向に拡径 している。

[0007] この構成 によれば、入力部材が、閉断面形状 を有するととともに、入力側

端部が出力側端部 よ りも少な くとも上 下 前 後のいずれかの方向に拡径

しているので、荷重の入力方向において入力側端部 を二重壁構造 とすること

がで きる。 これによ り、入力部材の剛性 を向上 させることがで きるので、入

力部材の変形 を抑制で き、荷重 を入力部材か ら荷重伝達部 に良好に伝達する

ことがで きる。

[0008] 前記構成 において、前記入力側端部の下端部の前後幅が上端部の前後幅 よ

りも大 きくなるように してもよい。

[0009] これ によれば、荷重の入力面積 を確保することがで きるので、荷重 をよ り

良好に伝達することがで きる。

[001 0] また、前記べ一スフ レームがパイプ形状 を有 し、前記入力部材の出力側端

部が前後方向において前記べ一スフ レームの幅内に位置するよう構成 しても

よい。

[001 1] これ によれば、入力された荷重 をべ一スフ レ一厶に集中させることがで き

るので、荷重 をよ り良好に伝達することがで きる。

[001 2] また、前記入力部材の前後の壁の少な くとも一部が、前記入力部材の前後

幅 を徐 々に小さ くするように、左右方向に対 し傾 いた傾斜面 を有するよう構

成することもで きる。

[001 3] これ によれば、荷重が加わ った ときの応力が入力部材の一部 に集中するこ

とを抑制で きるので、入力部材の変形 を抑制で き、荷重 をよ り良好に伝達す

ることがで きる。

[0014] また、前記入力部材の上下の壁の少な くとも一部が、前記入力部材の上下

幅 を徐 々に小さ くするように、左右方向に対 し傾 いた傾斜面 を有するよう構

成することもで きる。

[001 5] これ によれば、荷重が加わ った ときの応力が入力部材の一部 に集中するこ

とを抑制で きるので、入力部材の変形 を抑制で き、荷重 をよ り良好に伝達す

ることがで きる。



図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 本発 明の一実施形態 に係 る車両用シ一 卜を示す斜視 図である。

[ 図2] プラケ ッ 卜およびその周 りの構造 を前側 か ら見た拡大斜視 図である。

[ 図3] 図 2 の I ― I 断面 図である。

[ 図4 ] プラケ ッ 卜およびその周 りの構造 を後側 か ら見た拡大斜視 図である。

[ 図 5 ] ブラケ ッ 卜の断面図である。

発明を実施するための形態

[001 7] 以 下、 図面 を参照 しなが ら、本発明の一実施形態 について説明する。

本発明に係 る車両用シ一 卜は、 図 1 に示すようなシ一 卜フ レーム 1 の外側

に、 ウ レタンフォームな どか らなるシ一 卜クッシ ョンを被せ ることで構成 さ

れている。 シ一 卜フ レーム 1 は、 シ一 トバ ックフ レーム 2 と、着座部 フ レー

厶 3 を有 する。 なお、本発明において、前後、左右、上下は、 シ一 卜に座 る

乗員 を基準 とする。

[001 8] シ一 トバ ックフ レーム 2 は、一対のサイ ドフ レーム 4 と、サイ ドフ レーム

4 を補強する補強 フ レー ム、 すなわちパ イプフ レー ム 5 と、 ロアフ レー ム 6

と、 入力部材の一例 と しての ブラケ ッ 卜7 とを備 えて構成 されている。

[001 9] パ イ プフ レーム 5 は、 円筒状 のパ イプ形状 （閉断面形状） を有 し、略矩形

状 の リング状 に折 り曲げ られて形成 されている。 このパ イプフ レーム 5 は、

左右のベ一スフ レ一厶の一例 と しての側部 5 2 ， 5 3 と、側部 5 2 ， 5 3 の

下端部 を連結 する下部 5 1 と、側部 5 2 ， 5 3 の上端部 を連結 する上部 5 4

とを有 している。

[0020] パ イ プフ レー ム 5 の下部 5 1 (サ イ ドフ レー ム 4 か ら斜め下方 に延び る部

分 も含む）は、 ロアフ レーム 6 とともに左右方向に荷重 を伝達する荷重伝達

部 と して機能するようにな っている。

[0021 ] また、パ イプフ レーム 5 の左右の側部 5 2 ， 5 3 には、上下 に複数 回屈曲

形成 された 2 本 の ワイヤW が上下 に間隔 を空 けるように接合 されてお り、 こ

れ らの ワイヤW に板状 の樹脂 か らなる受圧部材 C が固定 されている。 これ に

よ り、車両が後突荷重 を受 けた ときに、パ イプフ レーム 5 内の受圧部材 C と



ともに乗員が後方に沈み込むことで、乗員に対する後突荷重の影響が緩和さ

れるようになっている。

[0022] サイ ドフレーム4 は、パイプフレーム 5 (各側部 5 2 ， 5 3 ) の下側部分

の左右方向外側に隣接 して接合された板状の部材であり、各側部 5 2 ， 5 3

とともにシ一 トバックフレーム 2 の左右下側部分を構成 している。図 2 に示

すように、サイ ドフレーム4 は、パイプフレーム 5 よりも前方 （前後方向の

少なくとも一方）に突出するように形成されている。これにより、シ一 卜バ

ック側部の前方への張り出し形状が形成されるとともに、図示せぬエアバッ

ク等の部品を、前後方向に延びた板状のサイ ドフレーム4 に良好に固定する

ことが可能となっている。

[0023] 具体的に、サイ ドフレーム4 は、図 3 に示すように、その適所に左右に貫

通する孔 4 1 が形成されるとともに、その前部 4 が左右方向内側に曲がつ

た後、後方に曲がる断面視 U字状に折り曲げられている。これにより、サイ

ドフレーム4 の前部 4 2 の剛性が向上 している。

[0024] また、サイ ドフレーム4 の後部 4 3 は、左右方向内側に向けて略 L 字状に

折り曲げられて、パイプフレーム 5 に溶接により接合されている。なお、図

3 においては、溶接 卜一チT によって溶接 したボイン 卜を大きめの黒の ドッ

卜で示 している。

[0025] 図 1 に示すように、ロアフレーム 6 は、左右方向に延びる板状部材であり

、各サイ ドフレーム4 の下部に接合されて連結されるとともに、パイプフレ

—厶 5 の下部 5 1 に接合されている。これにより、左右方向外側からプラケ

ッ卜7 に加わった荷重が、ロアフレーム 6 と前述 したパイプフレーム 5 の下

部 5 を介 してブラケッ卜7 とは左右反対側に伝達されるようになっている

[0026] プラケット7 は、パイプフレーム 5 やサイ ドフレーム4 とは別体に構成さ

れる部品であり、パイプフレーム 5 の側部 5 3 (—方のベ一スフレ一厶）の

左側 （左右方向外側）にサイ ドフレーム4 を介 し隣接 して設けられている。

[0027] このブラケット7 は、車両用シー トが車両に取り付けられたとき、左右方



向外側の入力側端部 7 a (外壁 7 3 (図 2 参照））が車両のサイ ドビラ一や

ドアなどの側部パネルに近接 して配置され、 この入力側端部 7 a か ら車両に

加わる側突荷重が入力される （左右方向外側か ら荷重が入力される）ように

なっている。 また、 プラケ ッ ト7 は、入力側端部 7 a か ら入力された荷重を

左右方向内側の出力側端部 7 b か らサイ ドフ レー ム 4 やパイプフ レー ム 5 に

出力 （伝達）するようになつている。

[0028] 図 2 に示すように、 プラケ ッ ト7 は、サイ ドフレーム 4 に形成 された 2 つ

の孔 4 1 (開口）を通 してパイプフレーム 5 に溶接 により直接固定されてい

る。 これにより、側突荷重の入力角度や大 きさがどのような場合であっても

、サイ ドフレーム 4 の変形 による影響 を受けずに、荷重をブラケ ッ ト7 か ら

パイプフレーム 5 に良好に伝達することが可能 となっている。なお、図 2 や

図 4 においては、溶接 した部分を、 ドッ トのハ ッチングで示 している。

[0029] 具体的に、 プラケ ッ ト7 は、前後方向に分割された前側箱状部材 8 と後側

箱状部材 9 とを嵌め合わせることで構成 されてお り、左右方向に直交する面

で切 つた場合に各箱状部材 8 ， 9 で閉断面形状が形成 されるようになつてい

る。

[0030] 前側箱状部材 8 は、左右方向よりも上下方向に長 く延びる板状の前壁 8

と、前壁 8 の上端か ら後方に延びる上壁 8 2 と、前壁 8 の左右方向外側

の端か ら後方に延びる外壁 8 3 と、前壁 8 1 の下端か ら後方に延びる下壁 8

4 とを一体に備えている。すなわち、前側箱状部材 8 は、後方および左右方

向内側 に開口 した箱状 に形成 されている。

[0031 ] 前壁 8 には、当該前壁 8 の上下端か ら離れた部位 に前後方向内側 に凹

む 2 つの凹部 8 1 a (凹凸形状）がそれぞれ所定の間隔を空けて上下に並ん

で形成 されている。 これにより、前壁 8 1 の剛性が向上するので、側突荷重

を剛性の高い前壁 8 によって良好にパイプフレーム 5 に伝達することが可

能 となっている。

[0032] また、各凹部 8 a は、前壁 8 1 の出力側端部 8 b に形成 されることで、

前方および左右方向内側 に開口 している。 これにより、出力側端部 8 b の縁



8 c が前後に屈曲形成されるので、側突荷重の出力側の縁 8 c の剛性を

高めることができ、良好に側突荷重をパイプフレーム 5 等に伝達することが

可能となっている。

[0033] 図 3 に示すように、各凹部 8 a の左側の内壁 8 g は、前壁 8 1 の入力

側端部 8 a の前面から凹部 8 a の底壁 8 d に向けて右斜め後方に傾斜 し

ている。言い換えると、前壁 8 は、左から右に向けてブラケッ卜7 の前後

幅を徐々に小さくするように、左右方向に対 し傾いた傾斜面 （内壁 8 1 g )

を有 している。これにより、荷重が加わったときの応力が前壁 8 1 の一部に

集中することを抑制できるので、プラケット7 の変形を抑制でき、荷重を良

好に伝達することが可能となっている。

[0034] また、各凹部 8 1 a の底壁 8 1 d には、図 2 に示すように、前壁 8 1 の縁

8 c よりも左右方向内側に延びる延設部 8 e (入力部材の左右方向内側

の一部）が形成されている。この延設部 8 e は、前述 したサイ ドフレーム

4 の孔 4 を通ってパイプフ レーム 5 まで延び、当該パイプフ レーム 5 に突

き当てられた状態で溶接されている。

[0035] このように延設部 8 e のみを孔 4 に通す構造とすることで、孔 4 の

大きさを、延設部 8 e に対応 した大きさにすればよいので、孔 4 を小さ

くして、サイ ドフレーム4 の剛性を向上させることが可能となっている。具

体的に、本実施形態では、孔 4 は、パイプフレーム 5 の前後幅よりも小さ

く形成されるとともに、前壁 8 の縁 8 c 全体の上下長さよりも小さく、

かつ、延設部 8 1 e よりも上下に大きく形成される長孔形状となっている。

[0036] なお、孔 4 の大きさは、少なくとも、ブラケッ卜7 の出力側端部 7 b (

左右方向内側の端部）の断面形状の面積と同等以下の大きさであればよい。

このような大きさで孔 4 を形成すると、例えばブラケッ卜7 の左右方向内

側の端部全体を通すような大きさの孔をサイ ドフレームに形成する場合に比

ベ、サイ ドフレーム4 の剛性を上げることが可能となっている。

[0037] なお、本実施形態では、延設部 8 1 e を設けたが、本発明はこれに限定さ

れず、延設部 8 1 e を設けなくてもよい。この場合には、パイプフレーム 5



と前壁 8 の縁 8 c との間に多少の間隔ができるが、 このような間隔が空

いていても溶接することは可能であ り、パイプフレーム 5 とブラケ ッ 卜7 と

を直接固定することができる。

[0038] 図 3 に示すように、出力側端部 8 b の縁 8 c のうち凹部 8 a の底壁 8

1 d の縁 となる部分 （延設部 8 e を含む）は、パイプフレーム 5 の前後幅

内に位置 している。 このうち、延設部 8 1 e は、前後方向においてパイプフ

レーム 5 の中央部 5 a に固定されている。 これにより、 プラケ ッ ト7 か らの

荷重がパイプフレーム 5 の中央部 5 a に集中 して伝わるので、荷重をより良

好に伝達することが可能 となっている。

[0039] また、パイプフレーム 5 の前後方向の中心 5 b は、 プラケ ッ ト7 の前後幅

内に位置 している。 これにより、側突時に、 プラケ ッ ト7 がパイプフレーム

5 の円筒面状の外面で滑 つて前後 に外れて しまうのを抑えることができるの

で、荷重をより良好に伝達することが可能 となっている。

[0040] また、図 2 に示すように、前壁 8 1 の縁 8 1 c の上部および下部は、サイ

ドフレーム 4 に溶接 により固定されている。すなわち、前壁 8 1 は、サイ ド

フレーム 4 とパイプフレーム 5 の両方に直接固定されている。 これにより、

プラケ ッ ト7 に入力された荷重が、パイプフレーム 5 だけでな く、サイ ドフ

レーム 4 も介 して荷重伝達部 （ロアフレーム 6 およびパイプフレーム 5 の下

部 5 1 ) に伝達されるので、荷重をより良好に伝達することが可能 となって

いる。なお、荷重伝達部 に伝わ った荷重は、 プラケ ッ ト7 と反対側 に設けら

れているコンソールボ ックスなどを通 じて車体側へ伝達させることができる

[0041 ] 図 4 に示すように、後側箱状部材 9 は、左右方向よりも上下方向に長 く延

びる板状の後壁 9 と、後壁 9 の上端か ら前方に延びる上壁 9 2 と、後壁

9 の左右方向外側の端か ら前方に延びる外壁 9 3 と、後壁 9 の下端か ら

前方に延びる下壁 9 4 とを一体に備えている。すなわち、後側箱状部材 9 は

、前方および左右方向内側 に開口 した箱状 に形成 されている。

[0042] 後壁 9 には、当該後壁 9 の上下端か ら離れた部位 に前後方向内側 に凹



む 2 つの凹部 9 1 a (凹凸形状）がそれぞれ所定の間隔を空けて上下に並ん

で形成されている。これにより、後壁 9 1 の剛性が向上するので、側突荷重

を剛性の高い後壁 9 によって良好に左右方向内側に伝達することが可能と

なっている。

[0043] 図 3 に示すように、各凹部 9 a の左側の内壁 9 g は、後壁 9 の入力

側端部 9 a の後面から凹部 9 a の底壁 9 d に向けて右斜め前方に傾斜 し

ている。言い換えると、後壁 9 は、左から右に向けてブラケッ卜7 の前後

幅を徐々に小さくするように、左右方向に対 し傾いた傾斜面 （内壁 9 1 g )

を有 している。これにより、荷重が加わったときの応力が後壁 9 1 の一部に

集中することを抑制できるので、プラケット7 の変形を抑制でき、荷重を良

好に伝達することが可能となっている。

[0044] 各凹部 9 a は、前側箱状部材 8 の各凹部 8 a に前後で対向するように

配置されており、その各底壁 9 d と各凹部 8 a の各底壁 8 d とは、互

いに接するように配置されている。これにより、互いに隣接 した 2 つの底壁

8 1 d ， 9 1 d によって、ブラケッ卜7 の前後方向の略中央部に肉厚の部分

が構成されるので、側突荷重の伝達を良好に行うことが可能となっている。

[0045] また、互いに隣接 した 2 つの底壁 8 1 d ， 9 1 d は、溶接により接合され

ている。これにより、プラケット7 の剛性を高めることができるので、側突

荷重の伝達を良好に行うことが可能となっている。

[0046] また、互いに隣接 した 2 つの底壁 8 1 d , 9 1 d は、パイプフレーム 5 の

前後幅内に位置 している。これにより、 2 つの底壁 8 1 d ， 9 1 d を合わせ

ることで肉厚となった部分を介 して側突荷重をパイプフレーム 5 に良好に伝

達することが可能となっている。

[0047] さらに、パイプフレーム 5 の前後方向の中心 5 b は、各底壁 8 1 d ， 9 1

d を合わせた肉厚部分の前後幅内に位置 している。これにより、 2 つの底壁

8 1 d ， 9 1 d を合わせることで肉厚となった部分を介 してパイプフレーム

5 の中心 5 b 付近に荷重を集中して伝達させることが可能となっている。

[0048] また、後壁 9 の上部 （下側の凹部 9 a から上の部分）における出力側



端部 9 b の縁 9 1 c は、パイプフレーム 5 の前後幅内に位置 している。 これ

により、出力側端部 9 b 、詳 しくは、縁 9 c および前壁 8 の縁 8 c (

底壁 8 1 d の縁 となる部分）は、前後方向においてパイプフレーム 5 (ベ一

スフレ一厶）の幅内に位置することとなる。その結果、入力された荷重がパ

ィプフレーム 5 に集中 して伝わるので、荷重を良好に伝達することが可能 と

なっている。

[0049] 図 4 に示すように、後壁 9 の出力側端部 9 b は、サイ ドフレーム 4 に溶

接 により固定されている。 より詳 しくは、図 3 に示すように、後壁 9 1 の出

力側端部 9 b は、サイ ドフレーム 4 の L 字状 に折 り曲げられた後部 4 3 と、

パイプフレーム 5 の左側後部 とで形成 される閉断面形状部分に接合されてい

る。 これにより、後壁 9 1 か ら左右方向内側 に伝達される側突荷重が、閉断

面形状部分で良好に受けられて、パイプフレーム 5 に良好に伝達されるよう

になっている。

[0050] 図 2 に示すように、後側箱状部材 9 の上壁 9 2 、外壁 9 3 および下壁 9 4

は、前側箱状部材 8 の上壁 8 2 、外壁 8 3 および下壁 8 4 に覆い被 さるよう

に配置されて、各壁 8 2 ~ 8 4 に溶接 により固定されている。

[0051 ] これにより、図 3 に示すように、 プラケ ッ ト7 の外壁 7 3 には、その前後

端か ら離れた位置に、各箱状部材 8 ， 9 の各外壁 8 3 ， 9 3 ( 2 枚の板状部

) の重ね合わせによる段差 B (凹凸形状）が形成 されている。そのため、外

壁 7 3 の前後方向の略中央部が、各外壁 8 3 ， 9 3 の重ね合わせによって肉

厚 に形成 されるので、外壁 7 3 の剛性 を高めて、側突荷重の伝達を良好に行

うことが可能 となっている。

[0052] また、同様 に、 プラケ ッ ト7 の上壁 7 2 と下壁 7 4 にも、各箱状部材 8 ，

9 の各上壁 8 2 ， 9 2 や各下壁 8 4 ， 9 4 の重ね合わせによる段差 B (図示

省略）が形成 されている。すなわち、後側箱状部材 9 が前側箱状部材 8 に覆

い被 さるように嵌め合わされることによって、 プラケ ッ ト7 の上壁 7 2 、外

壁 7 3 および下壁 7 4 には、各壁 7 2 ~ 7 4 にわたつて段差 B が連続 して形

成 されている。



[0053] これにより、外壁 7 3 の肉厚部分が、上壁 7 2 および下壁 7 4 の肉厚部分

に連続 して形成されるので、外壁 7 3 の肉厚部分で受けた側突荷重を、連続

した上下の肉厚部分を介 して良好に左右方向内側へ伝達することが可能とな

つている。

[0054] 図 4 に示すように、後壁 9 は、下端部 9 f が後方に向けて略山形状に

膨出するように形成されている。これにより、プラケット7 は、下端部の前

後幅 D が上端部の前後幅 D 2 よりも大きくなつている。その結果、荷重の

入力面積を確保できるとともに、荷重伝達が主に行われるブラケッ卜7 の下

端部の剛性が向上するので、荷重を良好に伝達することが可能となっている

[0055] 図 2 ，4 に示すように、各箱状部材 8 ， 9 ( プラケット7 ) は、入力側端

部 7 a ( 8 a および 9 a ) が、出力側端部 7 b ( 8 b および 9 b ) よりも上

下に拡径 している。より詳 しく、プラケット7 は、図 5 に示すように、閉断

面形状を有 し、上壁 7 2 および下壁 7 4 の左側 （左右方向外側）の部分が上

方または下方に向けて膨出した形状をな している。

[0056] これにより、プラケット7 の膨出した部分、すなわち、入力側端部 7 a の

上端部 （膨出部 7 5 ) と下端部 （膨出部 7 6 ) は、荷重の入力方向である左

右方向において、二重壁構造となる。その結果、プラケット7 の剛性を向上

させることができるので、プラケット7 の変形を抑制でき、荷重を良好に伝

達することが可能となっている。また、膨出部 7 5 ， 7 6 を有することで、

入力側端部 7 a (外壁 7 3 ) の面積を確保できるので、荷重を確実に受ける

ことが可能となっている。

[0057] 膨出部 7 5 ， 7 6 の右側 （左右方向内側）の壁 7 5 a ， 7 6 a (上壁 7 2

および下壁 7 4 の一部）は、膨出部 7 5 ， 7 6 の上端または下端からサイ ド

フレーム4 側に向けてブラケッ卜7 の上下幅を徐々に小さくするように、左

右方向に対 し傾いた傾斜面となっている。これにより、荷重が加わったとき

の応力が上壁 7 2 や下壁 7 4 の一部に集中することを抑制できるので、ブラ

ケッ卜7 の変形を抑制でき、荷重を良好に伝達することが可能となっている



[0058] 以上のような本実施形態の車両用シ一 卜における効果を以下にまとめて示

す。

ブラケッ 卜7 が閉断面形状を有 し、入力側端部 7 a が出力側端部 7 b より

も上下に拡径 しているので、 ブラケッ 卜7 の剛性を向上させることができる

。 これにより、 プラケッ ト7 の変形を抑制することができるので、荷重をプ

ラケッ 卜7 か らパイプフレーム 5 およびロアフレーム 6 に良好に伝達するこ

とができる。

[0059] 入力側端部 7 a の下端部の前後幅 D が上端部の前後幅 D 2 よりも大きい

ので、荷重の入力面積を確保することができ、荷重をより良好に伝達するこ

とができる。特に、本実施形態では、荷重伝達が、荷重伝達部材 （ロアフレ

—厶 6 およびパイプフレーム 5 の下部 5 1 ) を介 して下方で行われるため、

入力側端部 7 a の前後幅 D 1 を大 きくすることで、荷重のより良好な伝達に

寄与 している。

[0060] ブラケッ 卜7 の出力側端部 7 b が前後方向においてパイプフレーム 5 の幅

内に位置するので、入力された荷重をパイプフレーム 5 に集中させることが

でき、荷重をより良好に伝達することができる。

[0061 ] ブラケッ 卜7 の前壁 8 および後壁 9 がブラケッ 卜7 の前後幅を徐々に

小さくするように左右方向に対 し傾いた傾斜面 （内壁 8 1 g ， 9 1 g ) を有

するので、 プラケッ ト7 の変形を抑制でき、荷重をより良好に伝達すること

ができる。

[0062] ブラケッ 卜7 の上壁 7 2 および下壁 7 4 がブラケッ 卜7 の上下幅を徐々に

小さくするように左右方向に対 し傾いた傾斜面 （壁 7 5 a ， 7 6 a ) を有す

るので、 プラケッ ト7 の変形を抑制でき、荷重をより良好に伝達することが

できる。

[0063] ブラケッ 卜7 がサイ ドフレーム 4 ではな くパイプフレーム 5 に直接固定さ

れるので、側突荷重の入力角度や大きさがどのような場合であっても、サイ

ドフレーム 4 の変形による影響を受けずに、荷重をブラケッ 卜7 か らパイプ



フレーム 5 に良好に伝達することができる。

[0064] プラケット7 がパイプフレーム 5 とは別体に構成されているので、それぞ

れを自由な形状に形成でき、組付性も向上させることができる。

[0065] プラケット7 とパイプフ レーム 5 をサイ ドフ レーム 4 に形成 した開口 （孔

4 1 ) を通 して固定することで、例えばプラケットとパイプフ レームの固定

箇所を避けるようにサイ ドフレームを前後や上下に分割させる必要がないの

で、サイ ドフレーム4 の剛性を向上させることができる。

[0066] ブラケッ卜7 の一部 （延設部 8 e ) のみを開口 （孔 4 1 ) を通 してパイ

プフレーム 5 に固定 したので、ブラケッ卜の左右方向内側の側部全体を通す

ような開口をサイ ドフレームに形成する必要がないので、サイ ドフレーム4

の剛性をより向上させることができる。

[0067] サイ ドフレーム4 に形成する開口を孔 4 1 としたので、例えば開口を前方

または後方に開放された溝状 （切欠状）に形成する構造に比べ、サイ ドフレ

—厶4 のうちプラケット7 とパイプフレーム 5 の固定箇所よりも上側部分と

下側部分を、固定箇所の前後で繋 ぐことができるので、サイ ドフレーム4 の

剛性をより向上させることができる。

[0068] 閉断面形状となるパイプフレーム 5 にブラケット7 を固定 したので、ブラ

ケッ卜7 からの荷重を、変形 し難いパイプフレーム 5 を介 して荷重伝達部 （

ロアフレーム 6 およびパイプフレーム 5 の下部 5 ) に良好に伝達すること

ができる。

[0069] ブラケッ卜7 がサイ ドフレーム4 とパイプフレーム 5 の両方に直接固定さ

れるので、プラケット7 に入力された荷重が、パイプフレーム 5 だけでなく

、サイ ドフレーム4 も介 して荷重伝達部に伝達されるので、荷重をより良好

に伝達することができる。

[0070] パイプフレーム 5 の中心 5 b がプラケッ卜7 の前後幅内に位置するので、

側突時に、ブラケッ卜7 がパイプフレーム 5 の円筒面状の外面で滑って前後

に外れて しまうのを抑えることができ、荷重をより良好に伝達することがで

きる。



[0071 ] ブラケ ッ 卜7 がパイプフレーム 5 の前後方向における中央部 5 a に固定さ

れるので、 ブラケッ 卜7 か らの荷重がパイプフレーム 5 の前後方向の中央部

5 a に集中 して伝わるので、荷重をより良好に伝達することができる。

[0072] 以上に本発明の実施形態について説明 したが、本発明は、以下の他の形態

に示すように、適宜変形 して実施することが可能である。

前記実施形態では、 ベ 一 ス フ レ一厶 （パイプフ レーム 5 の側部 5 2 ， 5 3

) を円筒状のパイプ形状 としたが、本発明はこれに限定されず、例えば多角

形状のパイプ形状 としてもよい し、円柱や多角柱状の部材を採用 してもよい

[0073] 前記実施形態では、入力部材を 2 つの箱状部材 8 ， 9 か らなるプラケッ ト

7 と したが、本発明はこれに限定されず、例えば、 1 つの箱状部材で構成さ

れるプラケッ 卜でもよい。

[0074] 前記実施形態では、荷重伝達部をロアフ レーム 6 とパイプフ レーム 5 の下

部 5 とで構成 したが、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、

前記実施形態では、ベ一スフレ一厶であるパイプフレーム 5 に荷重伝達部 （

下部 5 1 ) を一体に形成 したが、パイプフ レーム を下方に開口するコ字状に

形成 した場合には、パイプフレームの各下端部を連結する別体のフレーム を

荷重伝達部 としてもよい。 また、例えば、前記実施形態におけるパイプフ レ

—厶 5 の下部 5 を途中で分断 してロアフレーム 6 に接合 した場合には、途

中まで延びる下部 5 とロアフレ一厶 6 を荷重伝達部 としてもよい。

[0075] 前記実施形態では、 ブラケッ 卜7 とパイプフレーム 5 を溶接により固定 し

たが、本発明はこれに限定されず、例えばボル トなどによって固定 してもよ

い。

前記実施形態では、開口として孔 4 1 を採用 したが、本発明はこれに限定

されず、例えば前方または後方に開口する切欠などであってもよい。

[0076] 前記実施形態では、 ブラケッ 卜7 の一部 （延設部 8 e ) を開口 （孔 4

) に通 したが、本発明はこれに限定されず、ベ一スフレ一厶の一部を開口に

通 してブラケッ 卜に直接固定 してもよい。



[0077] 前記実施形態では、 ブラケッ 卜7 をパイプフレーム 5 に直接固定 したが、

本発明はこれに限定されず、例えば前記実施形態のサイ ドフレームのみに固

定 してもよい。

前記実施形態では、シ一 トバ ックフ レーム 2 がサ イ ドフ レーム 4 を備えて

いたが、本発明はこれに限定されず、例えばサイ ドフレームを備えない構成

としてもよい。

[0078] 前記実施形態では、 ベ 一 ス フ レ一厶 （パイプフ レーム 5 ) の全体を閉断面

形状 としたが、本発明はこれに限定されず、ベ 一 スフレ一厶のうち少な くと

も入力部材が固定される部分が、閉断面形状であればよい。

[0079] 前記実施形態では、 プラケッ 卜7 の前壁 8 1 および後壁 9 がプラケッ 卜

7 の前後幅を徐々に小さくするように左右方向に対 し傾いた傾斜面 （内壁 8

1 9 ， 9 1 g ) を有 していたが、本発明はこれに限定されるものではない。

例えば、前壁 8 および後壁 9 のいずれか一方だけが傾斜面を有する構成

としてもよい し、いずれも傾斜面を有 しない構成 としてもよい。

[0080] 同様 に、前記実施形態では、 ブラケッ 卜7 の上壁 7 および下壁 7 4 がプ

ラケッ 卜7 の上下幅を徐々に小さくするように左右方向に対 し傾いた傾斜面

(壁 7 5 a ， 7 6 a ) を有 していたが、本発明はこれに限定されるものでは

ない。例えば、上壁 7 2 および下壁 7 4 のいずれか一方だけが傾斜面を有す

る構成 としてもよい し、いずれも傾斜面を有 しない構成 としてもよい。

[0081 ] 前記実施形態では、前壁 8 の出力側端部 8 b は、その縁 8 c の一部 （

底壁 8 1 d の縁 となる部分）だけが前後方向においてパイプフレーム 5 の幅

内に位置 していたが、本発明はこれに限定されず、例えば出力側端部の縁全

体がパイプフレーム 5 の幅内に位置 していてもよい。

[0082] 前記実施形態では、 プラケッ ト7 (入力側端部 7 a および出力側端部 7 b

) の下端部の前後幅 D を上端部の前後幅 D 2 よりも大きくしたが、本発明

はこれに限定されず、例えば入力部材の下端部の前後幅 と上端部の前後幅が

同 じであってもよい。 また、入力側端部だけ、下端部の前後幅を上端部の前

後幅よりも大きくしてもよい。



前記実施形態では、 プラケ ッ ト7 (入力部材）の入力側端部 7 a が出力側

端部 7 b よ りも上下に拡径 していたが、本発明にはこれに限定されず、例 え

ば入力部材の入力側端部が出力側端部 よ りも前後 に拡径 していてもよい。 ま

た、入力部材の入力側端部が出力側端部 よ りも上下および前後 に拡径 してい

てもよい。



請求の範囲

シ一 トバ ックフ レー ム の左右少な くとも下側部分 を構成する左右の

ベ 一 ス フ レ一 厶 と、

—方のベースフ レー ム の左右方向外側 に隣接 して設 け られ、左右方

向外側か ら荷重が入力される入力部材 と、

前記入力部材か らの荷重 を前記入力部材が設 け られている側 とは左

右反対側 に伝達する荷重伝達部 と、 を備 え、

前記入力部材は、閉断面形状 を有するととともに、入力側端部が出

力側端部 よ りも上 下 前 後の方向の うち少な くとも一方向に拡径

していることを特徴 とする車両用シ一 卜。

前記入力側端部 は、下端部の前後幅が上端部の前後幅 よ りも大 きい

ことを特徴 とする請求項 1 に記載の車両用シ一 卜。

前記べ一ス フ レ一 厶 は、 パイプ形状 を有 し、

前記入力部材の出力側端部 は、前後方向において前記ベースフ レー

厶の幅内に位置することを特徴 とする請求項 1 に記載の車両用シ一 卜

前記入力部材は、前後の壁の少な くとも一部が、前記入力部材の前

後幅 を徐 々に小さ くするように、左右方向に対 し傾 いた傾斜面 を有 し

ていることを特徴 とする請求項 1 に記載の車両用シ一 卜。

前記入力部材は、上下の壁の少な くとも一部が、前記入力部材の上

下幅 を徐 々に小さ くするように、左右方向に対 し傾 いた傾斜面 を有 し

ていることを特徴 とする請求項 1 に記載の車両用シ一 卜。
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国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 6 5 4 4 4

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . B60N2/42 (2006. 01) i ， B60R21/02 (2006. 01) i

B . 調査 を行 った分 野
調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . B60N2/42, B60R21/02

最 小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

日本 国実用新案公 報
日本 国公 開実用新案公 報
日本 国実用新案登録公 報
日本 国登録 実用新案公 報 221

ooo9
国際調 査 で使 用 した電子デ 、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )

6111
年年年年

関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の 番 号

X JP 200 1-105947 A ( 日産 自動 車株 式会社 ） 0 0 1. 04. 17 , 1-3

Y 段 落 【0044 】 ， 【0045 】， 【図 1】， 【図 2 】 & US 6299239 B 1 4-5

0 2009/044729 A l ( トヨタ車 体株 式会社 ） 0 0 9 . 04. 09, [ 図 1] 4-5

& US 20 10/0244485 A l & EP 2 193982 A l & WO 2009/044729 A l

& AU 2008308205 A & CA 2699493 A

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トファ ミリー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す Γτ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の x 特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の 新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す 「Y 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ア ミ リー文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 3 . 0 8 . 2 0 6 . 0 8 . 2 0

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 3 R 3 5 1 4

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
柳 本 陽 征

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 8 6

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 5 4 4 4

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができない ときの意見 （第 1 ページの 2 の続き）

法第 8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定によ り、 こ の 国際調査報告 は次の理 由に よ り請求の範 囲の一部 について作
成 しなかった。

1 . Γ" 請求項 は、この国際調査機 関が調査 をす るこ とを要 しない対象 に係 るもの で あ る。

つま り、

2 . 匚：請求項 は、有意義な国際調査 をす ることができる程度まで所定の要件 を満
ない国際出願 の部分に係 るものである。つま り、

3 . Γ" 請求項 は、従属請求の範囲であって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載 されていない。

第 欄 —発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 1 ページの 3 の続 き）

次に述べ るよ うにこの国際出願 に二以上の発明があるとこの国際調査機 関は認 めた。

(特別ペー ジ参照）

1 . 出願人が必要な追加調査手数料 をすベて期間内に納付 したの で 、 この 国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料 を要求す るまでもなく、すべての調査可能な請求項について調査す ることができたので、追加調
查手数料の納付 を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料 を一部のみ しか期間内に納付 しなかったので、この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料 を期間内に納付 しなかったの で 、 この 国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されてい る発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関す る注意
□ 追加調査手数料及び、該当す る場合には、異議 申立手数料の納付 と共に、出願人か ら異議 申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人か ら異議 申立てがあつたが、異議 申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議 申立てはなかった。

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 1 ページの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 5 4 4 4

文献 JP 200 1- 105947 A ( 日産 自動車株式会社） 00 1. 04. 17 には、 「シー トバ ックフ レー ムの左右下
側部分を構成す る左右のベ ー ス フ レー ム と、一方のベ ー ス フ レー ムの左右方向外側に隣接 して設けら
れ、左右方向外側か ら荷重が入力 され る入力部材 と、前記入力部材か らの荷重を前記入力部材が設け
られている側 とは左右反対側に伝達す る荷重伝達部 と、を備 え、前記入力部材は、閉断面形状を有す
るととともに、入力側端部が出力側端部 よりも上 · 下 · 前 · 後の方向に拡径 している車両用シー ト」
が記載 されている。 したがって、請求項 1 に係 る発明は、上記文献に記載 された発明に対 して新規性
が認められず、特別な技術的特徴を有 しない。

したがって、請求の範囲には、以下の特別な技術的特徴を有す る4 の発明が含まれ る。
なお、特別な技術的特徴を有 しない請求項 1 に係 る発明は、発明 1 に区分す る。
(発明 1 ) 請求項 1 一 2 に係 る発明
(発明 2 ) 請求項 3 に係 る発明
(発明 3 ) 請求項 4 に係 る発明
(発明 4 ) 請求項 5 に係 る発明

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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